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初期議会における身分と代表* 

 

2022 年 6 月 7 日 

 

 安中 進† 小俣杏香‡

 

概要 

本論文は、制限選挙下で行われた初期議会の衆議院議員選挙（第 1 回から 6 回まで）に

おける有権者と代表との関係を考察する。かつての先行研究の多くは、納税額を基準とし

た制限選挙の影響で、富裕な地主が支配する「地主議会」だと主張していたが、実際に

は、富裕な地主の多くが含まれる平民ではなく、相対的に貧しいと考えられる士族が議席

の 3 分の 1 を占めていた。しかしながら、こうした身分に基づく代表関係の理論的な想定

と実際の選挙結果との差異を分析した研究は極めて限られている。それに対して、本論文

では、特に各選挙区の有権者数を基準とする著しい 1 票の格差に着目し、有権者と代表と

の関係を初期議会選挙のデータを用いた新たなデータセットを用いて分析した。本論文で

は、こうしたデータセットを用いて、有権者の数が多い選挙区は、高所得者が多く存在す

る選挙区と見なし、こうした選挙区では、富裕な地主層を含む平民が当選しやすく、反対

に、有権者の数が少ない選挙区は、低所得者が多く存在する選挙区と見なし、こうした選

挙区では、士族が当選しやすいという仮説を検証した。本論文の仮説は、ロジスティック

回帰分析によって概ね支持された。こうした問題を直接的に取り組んだ研究が僅少なのも

さることながら、本論文のようなデータセットに基づいた計量分析も、管見では、これま

でのところ行われておらず、本論文の分析結果は、計量的な分析に基づいて、初めて初期

議会における有権者と代表との関係の一端を検証したと考えられる。 
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1. はじめに 

戦前期の日本は、いわゆる権威主義体制に分類される状況の中で選挙が行われた。その中

でも、戦前期に多く見られた制限の形態は、資産による制限選挙であるが、こうした状況下

においては、人口を基準とするか有権者を基準とするかによって、いわゆる 1 票の格差に

大きな差が生じる4。すなわち、日本の最初期の議会選挙制度では、直接国税（地租か所得

税）15 円以上の納税が選挙人・被選挙人ともに求められたが、このような高額な納税が可

能な国民は、極めて限定されており、全人口比では 1.1％しか存在しなかったとされている。

したがって、富裕な納税者が多く存在する選挙区では、有権者が多くなるのに対して、貧し

い納税者が多く存在する地域では、有権者が少なくなる。そのため、こうした選挙区同士で

は、有権者を基準とした際に著しい 1 票の格差が生じるのである。さらに、当時の日本は、

農業に著しく依存する経済であり、こうした状況下における富裕層は、多くの場合地主だと

考えられ、実際に、先行研究の多くは、初期議会を制限選挙の影響により富裕層である地主

が支配する「地主議会」だと見なしてきた。しかしながら、実際の選挙結果を見てみると、

多くの場合地主とは考えられない没落層である士族が当選者の 3 分の 1 ほどを占めていた。

こうした事態は、有権者と代表の関係を素直に考えた場合に異常である。すなわち、当時の

人口の約 5％ほどしか存在しておらず、しかも経済的に貧しい人々が相対的に多かったとさ

れる士族の当選者が 5％どころか、30％以上も占めているからである。仮に士族と平民（富

裕な農民が多い）の関係を階層や階級の関係だとすれば、この意味では、士族は著しく過剰

に代表されているといえる5。 

こうした制限選挙の実態は、有権者と代表の関係を考察する上で興味深い対象のように

思われるが、実際のところ、必ずしも十分に分析が行われているとはいえない。地主が完全

に支配していた議会ではなかったとは明らかになっていても、そこで見られる有権者と代

表の関係を分析した研究は極めて限られているからである。それに対して、本論文では、特

に有権者を基準とする著しい 1 票の格差に着目し、有権者と代表との関係を初期議会選挙

のデータを用いた新たなデータセットを用いて分析する。本論文では、こうしたデータセッ

トを用いて、有権者の数が多い選挙区は、高所得者が多く存在する選挙区と見なし、こうし

た選挙区では、富裕な地主層を含む平民が当選しやすく、反対に、有権者の数が少ない選挙

区は、低所得者が多く存在する選挙区と見なし、こうした選挙区では、士族が当選しやすい

という仮説を検証する。本論文の仮説は、ロジスティック回帰分析によって概ね支持された。

こうした問題を直接的に取り組んだ研究が僅少なのもさることながら、本論文のようなデ

 

4 本論文における 1 票の格差は、直感的な理解のために、主に各選挙区の 1 票の格差の最

大格差を指しており、Loosemore-Hanby（LH）指標のような基準ではない。日本政治史

における主な分析の対象も最大格差だったと考えられる（永山 1997；清水 2013；末木 

2014；清水 2016）。 
5 ここでいう代表とは、ピトキン（2017）の言い方を借りれば、人口との比率関係などで

表される「記述的代表」であり、実際に影響力をもち得る「実質的代表」などは念頭に置

いていない。 
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ータセットに基づいた計量分析も、管見では、これまでのところ行われておらず、本論文の

分析結果は、計量的な分析に基づいて、初めて初期議会における有権者と代表との関係の一

端を検証したと考えられる。 

以下では、まず第 2 節では先行研究と関連する資料を紹介し、第 3 節では理論と仮説を

提示する。第 4 節で分析結果を提示し、第 5 節で本論文の結論をまとめる。 

 

2. 先行研究と当時の選挙実施状況 

 本節では、関連する先行研究を紹介し、当時の選挙の実施状況と有権者の関係を確認する。 

 

2.1. 身分と選挙に関する先行研究 

日本の最初期の議会選挙制度では、1889（明治 33）年の衆議院議員選挙法（明治二十二

年法律第三号）の定めにより、選挙人は、日本臣民の男子にして年齢満二十五歳以上（第六

条第一項）とされ、満一年以上直接国税十五円以上を納める者（但し所得税では満三年以上

を納めることが必要）に制限されていた（第六条第三項）。被選挙人になるには、日本臣民

の男子満三十歳以上で満一年以上直接国税十五円以上を納める者（但し所得税では満三年

以上を納めることが必要）に限られていた6。このような当時の高額な納税が可能な国民は、

極めて限定され、約 45 万人であり、全人口比では 1.1％しか存在しなかったとされている

7。これは同時代においては世界的に見ても特に一部の人口に限られていた（清水 2013）。

こうした納税金額に基づく制限選挙であった初期議会が、当時の日本経済の中心にあった

農業従事者、特に富裕層であった地主に支配されていたという見解は根強く存在し、特に安

良城（1962）は数量データを多く用いて「地主議会」を定説として打ち立て、以下のように

書いている。 

 

かりにこの国税をすべて地租と仮定するならば、二五〇円の地租納入者は、地価一万円

の所有者であり、ほぼ三〇町歩の地主がかなり多く含まれていると考えることができ

る。とするならば、議員の過半数が地主であることを考慮に入れる時、この三七～三八

人の議員のうち、三十町歩以上の地主がかなり多く含まれていると考えることができ

よう。同様にして、議員総数の圧倒的多くを占める平均国税納入額二五〇円未満の議員

の平均国税納入額の分布状態を～中略～推測すれば、十～二十町歩の中小地主が、かな

り多く含まれているものと推察しうる。（99） 

  

 

6 「法令全書」内閣官報局、1889 年。 

7 総務省「MIU MONTYLY MAGAZIN」、2015 年 11 月号

（https://www.soumu.go.jp/main_content/000383678.pdf、最終閲覧日 2022 年 5 月 14

日）全年齢を含む全人口を分母とするか、年齢などを考慮した人口を分母とするかは議論

がある。 
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また、近年に至っても、秩禄処分の研究で知られる落合（2016）が、「名誉意識を保った

窮迫士族が最も政治活動に熱心だったといえよう。官界にも実業界にも立志の基礎を得ら

れない士族たちは、士族反乱の鎮定後も自らの役割を求めて彷徨していたが、政府は地租の

納税額によって被選挙権を抑制し、政界から閉め出している」（189）と主張しており、地主

（多くの場合平民）と士族の政治に対する影響の著しい格差を指摘している。 

しかしながら、実態は、第一回衆議院選挙の当選者の 3 分の 1 程度が士族であり、農村

地主ばかりであったわけではなかった。このように制限選挙下での予想される結果となら

なかった点に対して坂野（2014）は「しかし、事実はそう単純ではなかった。実際には三〇

〇の代議士のうち、一〇九人は士族であった（吉野作造 編纂代表『明治文化全集 正史篇』

下巻、二一二頁）。全国有権者のほとんどすべてが農村地主であった最初の総選挙で、当選

者の三分の一強が『士族』だったことは、注目に値する」（38）としており、必ずしも農村

地主の勢力が圧倒的ではなかったという点に言及しているが、その原因が何かを考慮して

いない。稲田（2018）は、「しかし、右の公式（初期議会＝地主議会 引用者注）は、見向

かれなくなっただけであり、否定されたのではない。したがって、議会開設時の総選挙の実

態についての解明が進んだかといえば、けっしてそうではない。第一回総選挙において、ど

のような者が選挙人・被選挙人となり、さらに当選人になったかに関しては、講座派が全盛

期であった時代と同じく、今でもほとんど明らかにされていないのである」（16）と指摘し

ており、こうした問題に取り組んだ稲田本人を除いては、研究が存在していない状況にある。 

その稲田（2018）が指摘するのは、「財産づくり」と呼ばれる一種の選挙不正である。こ

れは、高額の納税を行えない立候補者の代わりに、別な人物が納税を行い、その納税資格を

立候補者に譲り渡すことによって、納税額が足りない候補者が立候補するという方法であ

る。しかしながら、こうした行為が存在していたとしても、そうした証拠は限定されており、

立候補者の大多数、たとえば、相対的に貧しいと考えられる士族候補者の大多数が、こうし

た一種の不正に頼っていたとは言い切れないだろう。すべての士族が一様に社会の底辺へ

と没落したわけではないからである（園田他 1995；石井 2018）。したがって、こうしたイ

レギュラーな現象を踏まえた上でも、階層や階級に基づく代表機能は、何らかの役割を果た

していたと考えられるだろう。 

当時の選挙区割りと人口や 1 票の格差に関する先行研究も少なからず存在している。た

とえば、永山（1997）は、明治 22 年の第 1 回総選挙実施当時の群単位の小選挙区における

総人口や有権者人口を分析し、こうした分析に基づいて各選挙区の 1 票の格差などを算出

している。それによれば、選挙区の総人口で見た 1 票の最大格差は、1.96 倍であり、これ

を制限選挙下での有権者人口で見ると、88.2 倍であり、著しい乖離があったと指摘されて

いる。清水（2013）は、こうした当時の選挙制度を世界各国と比較しながら、永山の分析に

加えて、府県単位での格差も検討している。この場合、総人口で見た場合の 1 票の格差は、

1.39 倍であり、有権者人口で見ても、6.49 倍と、格差の縮小が指摘されている。さらに、

清水（2016）は、このような 1 票の格差が生じやすい郡単位の選挙区制度の理由を考察し、
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「地理的にも、有権者たちが相互に人物を知りうる範囲に収まり、郡長は官選である。『一

票の格差』に目を瞑りさえすれば、郡は唯一無二の構成単位であった」（23）ためだと主張

している。末木（2014）は、先行研究が、金子堅太郎の提示した人口 12 万人に対して議員

1 人を配分し，18 万人を超えると 2 人とする基準を重視してきたのに対して、府県では人

口 12 万人ごとに議員 1 人を配分し、各選挙区では人口 10 万人ごとに議員 1 人を配分する

案に変更され、実施されたと主張している。 

このようにまとめられる先行研究であるが、有権者や候補者の身分と選挙制度や選挙区

割りなどとの関係を直接的に分析した研究は、寡聞にして存在していないように思われる。

これに対して、本論文は、当選者の身分と選挙制度の関係から当時の代表制の実態を探る。 

 

2.2. 選挙区割りと有権者の関係 

すでに紹介した先行研究でも触れられているように、制限選挙下では、府県ごと、もしく

は各選挙区ごとの総人口における 1 票の格差と有権者における 1 票の格差という、2 つの 1

票の格差が想定される。このうち、総人口に対しては、1 選挙区で 10 万人、もしくは 12 万

人が目安とされており、1 票の格差は、そこまで著しい数値をとらない。それに対して、永

山が各選挙区ごとの 1 票の格差が 88.2 倍あったと指摘しているように（第 1 回衆議院議員

選挙時）、有権者数に対しては特に規定がなく、富裕層が存在するかどうかに依存し、選挙

区ごとに著しい格差が発生している。こうした関係を確認したのが図 1 と 2 である。 

図 1 は、第 1 回から第 4 回までの衆議院議員選挙時の各選挙区の議員数に対する現住人

口を表しており、極端に少ない島嶼部などを除けば、約 12 万人を中心に上限は、20 万人ほ

どに分布が収まっている。データは、『国勢調査以前日本人口統計集成』から入手している

8。それに対して、図 2 は、第 1 回から第 6 回までの各選挙区の議員数に対する有権者数を

表しており、第 1 回選挙では、三重 2 区の 4500 人から島根 6 区の 51 人まで著しい幅があ

る。データは、『大日本政戦記録史』から入手している。 

 

8 データ入手の都合上、第 5 回、6 回を含んでいない。 
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図 1：議員 1 名あたりの現住人口 

 

 

図 2：議員 1 名あたりの有権者数 
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ここで本論文にとって重要な問題は、有権者が制限選挙に基づいて存在しているという

点である。この制限が納税額に基づいているということは、有権者数の偏りは、平均的には

貧富の偏りも表していると考えられる。それゆえ、これらは当時の身分とも密接に関係して

いると考えられる。この点を考慮に入れた身分と代表の関係を理論的に導き、検証すべき仮

説を次に提示する。 

 

3. 理論と仮説 

現住人口は選挙区ごとや府県ごとに議員 1 人に対して 10 万人や 12 万人といった数値目

標が一応設定されているが、有権者数は設定されておらず、高額納税者が多い地域は、有権

者数が多くなり、反対に高額納税者の少ない地域では、有権者数が少なくなる。こうした関

係を反映し、1 票の格差も極端になる。したがって、単純な影響関係を想定すれば、有権者

数が多い地域では、地主などの富裕な人々の影響力が相対的に強く、その反対に有権者数が

少ない地域では、貧しい人々の影響力が相対的に強いと考えられる。それゆえ、一定の目標

値が存在する現住人口から見た 1票の格差ではなく、有権者数から見た 1票の格差のみが、

候補者や有権者の身分や階層を反映する選挙結果に体系的な影響をもたらすと考えられる。 

ここで重要になるのが、士族と平民という身分である。すなわち、多くの先行研究が指摘

するように、初期議会においては、富裕層は地主を中心として多くの場合平民であり、明治

維新、秩禄処分以降没落したとされる士族は困窮していたという点である（安良城 1962；

坂野 2014；落合 2016）。平民と士族の全国的な規模での収入や資産などの比較は手に入ら

ないと思われるが、実際に選挙に当選した候補者の納税状況は把握可能である。図 3 は、第

1 回衆議院議員選挙に当選した候補者の国税納税額を平民と士族ごとに表している。データ

は、『衆議院議員名簿 第 1 回帝国議会』から入手している。これを見ると、たしかに士族

は、平均的に少額の人数が多く分布しており、平民の平均額が高い。 
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図 3：当選者の身分と納税額 

 

 それゆえ、こうした分布を踏まえて相対的な勢力関係を考えると、平民は、高所得者層を

代表しており、士族は、低所得者層を代表していると考えられる。そして、有権者数（富裕

層）が多い選挙区では、こうした人々と関係が近いと思われる平民が支持され、反対に、有

権者数（富裕層）が少ない選挙区では、こうした人々と関係が近いと思われる士族が支持さ

れるだろう。こうした理論的な想定から、以下のような検証可能な仮説が導出できる。 

 

 仮説：有権者数、すなわち富裕層の多い選挙区では、主にこの層（地主を含む）が含まれ

る平民の当選確率が上がり、逆に少ない選挙区では、士族の当選確率が上がる 

 

 以下では、当時の当選者のデータや現住人口、有権者数といったデータを用いた計量分析

によって、この仮説を検証する。 

 

4. 分析 

 本節では、新たなデータセットを用いて上述の仮説を検証する。対象は、第 1 回から第 6

回までの衆議院選挙の全小選挙区 1800 人（300 人×6 回）の当選者である。従属変数を当

選者の族籍とし、士族の場合 1 をとり、平民の場合 0 をとるダミー変数とする。独立変数

は、選挙区 1 人あたりの有権者数である。これらのデータは、『衆議院議員名簿 第 1-6 回帝

国議会』と『大日本政戦記録史』から入手している。他に考慮に入れるべき変数は、入手可
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能性が限られており、選挙区 1 人あたりの現住人口と、2 人区ダミーを投入している。さら

には、各選挙時の固有の影響を考慮に入れるために、選挙回ごとのダミー変数を投入してい

る。これにより、たとえば、第 2 回選挙時の選挙干渉など、各回の特殊要因を考慮に入れる

（末木 2010）。現住人口は、『国勢調査以前日本人口統計集成』から入手している。ただし、

データ入手の都合上、第 4 回までのみが含まれている。分析は、従属変数が 2 値のダミー

変数であるため、ロジスティック回帰分析を用いている。しかしながら、このようなロジッ

ト分析では、有権者数と士族の当選の双方に影響を与える可能性のある交絡要因への考慮

が十分でないため、ランダム効果によるロジット（付表 2 モデル 3 と 4）と、固定効果を考

慮した条件付きロジット（付表 2 モデル 5 と 6）、さらには、OLS による固定効果を考慮し

た線形確率（付表 2 モデル 7 と 8）でもロバストネスチェックを行っている。条件付きロジ

ット以外のモデルでは、選挙区ごとにクラスター化した標準誤差を用いている。また、付表

3 は、従属変数を各選挙区の有権者数を現住人口で割り、百倍にして有権者比にし、各モデ

ルを走らせた結果である。結果は大きく変わらない。付表 1 が各モデルに含まれる変数の

記述統計である。 

 

 

図 4：議員 1名あたりの有権者数が士族当選に与える効果（付表 2モデル 1） 

 

 図 4 は、現住人口を含んでいない付表 2 モデル 1 から議員 1 名あたりの有権者数が士族

当選に与える予測確率を見ている。これを見ると、選挙区の有権者数が少ない（富裕層が少
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ない）数百人程度の範囲だと、士族の当選確率が 40 パーセント程度あると分かる。他方で、

選挙区の有権者数が多い（富裕層が多い）5000 人に近付く範囲だと、士族の当選確率は 10

パーセント程度に低下すると分かる。こうした関係は、多くの範囲で 1％水準で有意であり、

有権者数が 5000 人に近付くと意水準が落ちるが、右肩下がりの傾向は明確である（実際の

値は 4500 人までしかとっていない）。 

 

 

図 5：議員 1名あたりの有権者数が士族当選に与える効果（付表 2モデル 2） 

 

 図 5 は、現住人口を含んでいる付表 2 モデル 2 から算出した予測確率である。この図か

らも同様な傾向が見て取れる。こうした分析結果は、有権者数、すなわち富裕層の多い選挙

区では、主にこの層（地主を含む）が含まれる平民の当選確率が上がり、逆に少ない選挙区

では、士族の当選確率が上がるという本論文の仮説を支持しており、地主議会だといわれた

初期議会においても、一定の範囲で有権者と当選者の間にある代表関係が計量分析によっ

て、おそらく初めて見出されたといえる。 

 付図 1 と 2 では、付表 2 モデル 3 と 4 から算出された予測確率を提示しているが、傾向

に大きな変化は見られない。付図 3 と 4 では、付表 2 モデル 7 と 8 から算出しているが、

こちらも同様である9。 

 
9 なお、条件付きロジットの結果は、選挙回と選挙区の固定効果の双方を考慮すると、予

測確率が計算できないため、図示していない。 
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5. おわりに 

本論文は、制限選挙下で行われた初期議会の衆議院議員選挙における有権者と代表との

関係を考察した。かつての先行研究の多くは、納税額を基準とした制限選挙の影響で、富裕

な地主が支配する「地主議会」だと主張していたが、実際には、富裕な地主の多くが含まれ

る平民ではなく、相対的に貧しいと考えらえる士族が議席の 3 分の 1 を占めていた。しか

しながら、こうした身分に基づく代表関係の理論的な想定と実際の選挙結果との差異を分

析した研究は極めて限られている。それに対して、本論文では、特に各選挙区の有権者数を

基準とする著しい 1 票の格差に着目し、有権者と代表との関係を初期議会選挙のデータを

用いた新たなデータセットを用いて分析した。本論文では、こうしたデータセットを用いて、

有権者の数が多い選挙区は、高所得者層が多く存在する選挙区と見なし、こうした選挙区で

は、富裕な地主層を含む平民が当選しやすく、反対に、有権者の数が少ない選挙区は、低所

得者層が多く存在する選挙区と見なし、こうした選挙区では、士族が当選しやすいという仮

説を検証した。本論文の仮説は、ロジスティック回帰分析によって概ね支持された。こうし

た問題を直接的に取り組んだ研究が僅少なのもさることながら、本論文のようなデータセ

ットに基づいた計量分析も、管見では、これまでのところ行われておらず、本論文の分析結

果は、計量的な分析に基づいて、初めて初期議会における有権者と代表との関係の一端を検

証したと考えられる。 

このように本論文は、先行研究に対して少なからぬ貢献を果たしていると考えられるが、

他方で、残されている重要な問題も存在する。たとえば、稲田（2018）が指摘しているよう

に、15 円をぎりぎり納税している候補者も多く存在しており、こうした人々が、自身の所

得などと関係なく、「財産づくり」によって出馬しているとすれば、身分と代表の関係が一

筋縄にいかないと想定される。しかしながら、候補者の多数で、こうした事態が生じている

可能性は必ずしも高くないとも考えられ、全議員に対する平均的な影響を考慮に入れた場

合は、身分と代表との関係に、どれほど大きな影響があるかは判然としない部分がある。と

はいえ、こうした議論も考慮に入れた分析が求められているのも事実だろう。 

また、メカニズムに関しても不明な部分が残っている。具体的にいえば、有権者数の多い

選挙区では平民が当選しやすく、有権者数が少ない選挙区では士族が当選しやすいという

結果は直感的であるが、実際に有権者となっている、もしくは当選者となっている士族は、

多額の納税者であり、純粋に資産だけを見ると、富裕層に属していると考えられるからであ

る。そうした資産的基準を超えるつながりが士族同士や士族と低所得者との間にあるのか

は判然としない。こうした点が財産づくりと関連している可能性も考えられ、代表関係を詳

細に迫る資料などに頼る必要もあるかもしれない。これらは、今後の研究課題となる。 
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付表 1：記述統計 

 

 

付表 2：回帰分析結果 

 

 

付表 3：回帰分析結果（現住人口有権者比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

族籍 1,800 0.2917 0.4547 0 1

議員1名あたりの有権者数（選挙区ごと） 1,800 1522.7730 804.0719 48 4702

議員1名あたりの現住人口（選挙区ごと） 1,200 136174 26356 32360 212866

2人区 1,800 0.2533 0.4350 0 1

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

変数名 Pooled Pooled Random Random Conditional Conditional OLS OLS

議員1名あたりの有権者数（選挙区ごと） -0.000373*** -0.000405*** -0.000726*** -0.000865*** -0.00108 -0.00257** -8.71e-05 -0.000277**

(0.000140) (0.000148) (0.000232) (0.000274) (0.000787) (0.00127) (7.35e-05) (0.000140)

議員1名あたりの現住人口（選挙区ごと） 6.68e-06 1.37e-05 3.16e-05 4.98e-06*

(4.49e-06) (8.77e-06) (2.65e-05) (2.98e-06)

2人区 -0.0727 0.134 -0.116 0.264

(0.212) (0.240) (0.384) (0.460)

定数項 0.00430 -0.884 0.0103 -1.782 0.494*** 0.121

(0.247) (0.619) (0.431) (1.209) (0.112) (0.431)

各選挙回固定効果 Y Y Y Y Y Y Y Y

選挙区固定効果 N N N N Y Y Y Y

観察数 1,800 1,200 1,800 1,200 870 464 1,800 1,200

選挙区数 300 300 300 300 300 300 300 300

カッコ内はクラスター化標準誤差もしくは標準誤差（モデル5，6）

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

(9) (10) (11) (12)

変数名 Pooled Random Conditional OLS

議員1名あたりの有権者現住人口比（選挙区ごと） -0.549*** -1.148*** -2.890* -0.316*

(0.201) (0.376) (1.532) (0.171)

2人区 0.0954 0.193

(0.222) (0.430)

定数項 0.0235 0.0585 0.722***

(0.252) (0.485) (0.195)

各選挙回固定効果 Y Y Y Y

選挙区固定効果 N N Y Y

観察数 1,200 1,200 464 1,200

選挙区数 300 300 300 300

カッコ内はクラスター化標準誤差もしくは標準誤差（モデル11）

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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付図 1：議員 1名あたりの有権者数が士族当選に与える効果（付表 2モデル 3） 

 

付図 2：議員 1名あたりの有権者数が士族当選に与える効果（付表 2モデル 4） 
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付図 3：議員 1名あたりの有権者数が士族当選に与える効果（付表 2モデル 7） 

 

付図 4：議員 1名あたりの有権者数が士族当選に与える効果（付表 2モデル 8） 


